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 転換期を迎えた日本の大学

　科学技術は，研究，開発，工業化と事業化といった順
序を踏む．研究寄りのフェイズを大学が，開発，事業化寄
りのフェイズを企業が，という大まかな分担が成り立って
いる．高度成長期の日本にあっては企業では大量に採用
した新卒生が研究，開発に投入された．企業は，採用し
た新卒者の終身雇用を前提に，その企業が必要とする技
能を教育し，時間をかけて訓練した．一方，大学ではア
カデミックな基礎研究を重視した．この分担はそれなりに
成功した．しかし，高度成長期を過ぎ，バブル崩壊後の
各企業は新事業の創出に向ける資源がきわめて乏しくなり，
新事業創出に必要な科学技術の研究，開発がすっかり手
薄になってしまった．すでに，従来の科学技術は，欧米
や日本を目標とする新興諸国にキャッチアップされ，日本
は多くの分野で競争力を失った．このような社会環境の変
化は，大学のあり方をも大きく変えようとしている．大学
には新産業の創生に積極的な関与が要請されている．

 欧米における産学連携と大学発ベン 
チャーのインパクト

　世界各国の国際競争力の評価では，次第に日本の競争
力ランキングが低下している．その中で問題視されてい
るのは「起業家精神」や「大学教育の競争経済への適合性」
などである．米国では 20世紀初頭に早くもこうした問
題を大学のあり方で解決しようとしてさまざまな議論が
なされてきている．各種の産学協同や連邦政府からの研

究開発費の導入が積極的になされている．大学の研究を
ベースにして次々と大学発ベンチャーが台頭し，新しい
産業が勃興し，国を支えてきた．カリフォルニア工科大
学やマサチューセッツ工科大学（MIT），スタンフォー
ド大学に代表される大学では，業績に対する競争原理を
導入して成果を挙げている 1）．閉塞感のある日本の現
状を変えるには，日本においても自立的な技術者，研究
者を増やし，次々に大学発ベンチャーが勃興することで
ある．そして，大学と既存企業が大学発ベンチャーを通
じて新しい関係と社会を構築することである．
　米国の大学発ベンチャーとしてはヒューレッド・パ
ッカード社（1947 年設立，スタンフォード大の学生），
ディジタルイクイップメント社（1957 年設立，MIT
の大学院生）をはじめ，現在の米国を支える数々の企
業が名を連ね，新事業・新産業の創出に貢献している．
1990年代以降もインターネット検索のヤフー（スタン
フォード大）を始めそうした伝統は続いている．
　古典的な大学制度を維持していると見られていた英国
も米国をならって，1980年代のサッチャー政権時代か
ら数々の産学連携施策を導入した．学界の伝統的に優れ
た科学技術のポテンシャルに比べ相対的に弱体な産業界
の技術開発力に対して，大学等の資源を産業競争力の強
化に役立てることを目標に掲げた．最近，特に英国政府
が力を入れているのが大学発ベンチャー（スピンオフ企
業）の育成である．オックスフォード，ケンブリッジ，
ロンドン大学（インペリアル･カレッジ）などは米国の
主要大学と同様の産学連携組織を持つ 2）．

（株）シンセシス

植垣 俊幸　uegaki@synthesis.co.jp
奥畑 宏之　okuhata@synthesis.co.jp
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　我が国では，1980年代以降，経済と社会制度の両面において構造改革問題が議論されており，こうした状態からの脱出は差し
迫った課題である．このような環境下，大学への社会的要請も劇的に変わった．大学が従来のように，閉じた環境の中で教育と学
術研究に専心していればよいという時代は終わり，大学が新時代の創造活動の先頭に立つことが切望されている．積極的な産学連
携と大学発ベンチャーの創出は，社会から大学に対する最大の要請課題である．　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　本稿では，一足早く大学発ベンチャーの創出に取り組んできた欧米の状況と日本での大学発ベンチャーの状況について概観する．
次に日本での大学発ベンチャーの一例として，システム LSIの開発・設計を目的に，大阪大学・京都大学の教授が主導して，1998

年 2月に設立されたファブレス半導体ベンチャー企業「（株）シンセシス」について紹介する．最後に，日本における大学発ベン
チャーの今後の展望について述べる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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（̶株）シンセシスを例として̶̶

 大学発ベンチャーの種類

　米国を例にとると，大学教員や大学院生が，自ら起
業し，最高経営責任者（CEO）として経営する形から，
CEOは外部から専門家を招き，自らは技術顧問や技術
者として参画し，大学と兼業するなど，大学発ベンチャ
ーの形はさまざまである．日本でもこの数年教員の兼業
規制が緩やかになったこともあり，米国に近づきつつあ
る．基礎研究が重要となる事業になればなるほど，大学
教授等の関与がなければ事業として立ち上がらない．
　ベンチャーにとって不可欠なイノベーションを中心に
見ると，大学発ベンチャーの多くは大学で生まれた特定
のイノベーションに基づく技術や製品を完成させて事業
化する．このスタイルがビジネスとして安定し継続し得
るかは，そのイノベーションの有効性に依存する．ただ
1つの製品だけを市場化しただけでは経営は成り立たな
いことが多い．そこで，1つのイノベーションに基づく
技術や製品の完成だけに専念するのではなく，大学から
別のイノベーションを導入して技術や製品を完成させ，
次第にその規模を拡大する．これを繰り返すことでビジ
ネスを拡大し，安定させる．バイオや医薬の分野では前
者のベンチャーが多い．IT 分野では 1つのイノベーシ
ョンだけに頼ったベンチャーが継続してゆくことは容易
ではないので後者が主体となる．

 大学発ベンチャーを支える仕組み

　大学発ベンチャーを支える仕組みとしては産官学の各
種のネットワークや支援組織が地理的に集積した産業ク
ラスタが有効である．
　ベンチャー企業を生み出す米国の著名大学は，大学教
授とはそもそも人件費込みの公募研究費を政府機関など
から獲得してきて研究する．研究費がなければ学生もつ
かない．教員も学生も具体的な成果を生み出さなければ，
次のステップに進めないことを自覚し，行動する．また，
海外からの人材を積極的に受け入れる．育った人材も出
身母国へ帰還したほうがチャンスがあると見れば果敢に
母国に帰りチャレンジする．現在，アジアの各国で急速
に立ち上がりつつある情報関連企業も米国から戻った人
材中心に運営されている例が多い．1970 年代にバイド
ール法が制定され，連邦政府資金による研究開発成果の
権利を非営利組織（大学等）や中小企業（ベンチャー企
業）が保有するかどうかを選択できるようになり，大学
やベンチャー企業の産業貢献が一層加速された．加えて，
1980年代に入って東西冷戦が終結した結果，それまで
民間利用が制限されたまま大学に眠っていた軍事技術が，
いわゆる平和の配当として民需転用された．
　ベンチャーを支える最も大きな仕組みは，米国の西海

岸やMIT 周辺の能力査定に厳しい反面，人材や技術の
受け入れ交流が自由な大学や企業群の文化そのものにあ
る．各種のファンドや組織がそれらを支えている．既存
技術の陳腐化がきわめて早いため，新技術の立ち上がり，
蓄積に要する時間は短い．

 日本における大学発ベンチャーの現状

　日本の大学発ベンチャーの数は 1,000 社を超えた．
その事業別分野は 2004 年度の調査によると，「IT（ハ
ード）」が 30%，「IT（ソフト）」が 11%，「バイオ・医
療」が 38%であり，バイオ・医療関係が増加傾向にあ
る 3）．この調査では事業分野を「IT（ハード）」，「IT（ソ
フト）」，「バイオ・医療」，｢環境 ｣，「素材・材料」，「機械・
装置」，｢ エネルギー ｣，｢ 教育 ｣，｢ その他 ｣ に分類し
ている．IPO（Initial Public Offering：株式公開）に成
功した大学発ベンチャーの数は多くはないが，医薬品や
ホテルサービスなどで成功例がある．年度ごとの推移を
見るとバイオ・医療分野での起業が多く，この 2年間
においては全体の 40%を超えている．企業形態による
分類を見ると，株式会社の形態が約 70%を占め，残り
が有限会社と合資会社である．株式会社が多いのは，将
来 IPOを志向しているからである．

（株）シンセシス設立の経緯

　日本の半導体産業はメモリを中心に一時代を築いたが，
1990年代に入るとその技術が海外諸国にキャッチアッ
プされて後退した．システム LSI への取り組みが競争
力確保の最善策であることは早くから指摘されていたが，
システム LSI の設計に必要な技術者不足のため，半導体
設計危機状態を招いた．大阪大学白川功名誉教授（設立
当時は教授）を始めとする大阪大学および京都大学の 5
人の教授が，システム LSI の開発・設計を行うベンチャ
ーを自ら設立することでこのような半導体設計危機を打
開しようとして，1998 年 2月に（株）シンセシスを設
立した 4）．シンセシスは，また，新しい産学協同体制
の確立，大学の活性化，大学の成果の社会還元，最新技
術の開発能力を持つ人材の育成ならびに大学院生の経済
支援に貢献することを目標とした．大阪大学に近い大阪
府箕面市に本社を，京都大学に近い京都市左京区に京都
センターを設置した．資本金は現在 1億 3,500 万円で
あり，民間企業 6社と各大学の教員，役員，社員が出
資している．1999 年度に単年度黒字化し，2000 年度
に累損を解消している．
　会社設立時に参画した研究グループは 2大学の 5研
究グループであったが，現在は表 -1のように 5大学
の 8研究グループが参加している．組織を図 -1に示す．
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大学教授が研究顧問に，若手教員（教授，助教授，講師，
助手）が主幹研究員と研究主任に，大学院生が契約社員
として，事業の中心となって働いている．また，企業出
身者が経営，管理面を担当している．教授も役員に就任
している．最近では博士課程修了者が正社員として入社
し，技術開発を統括している．

システムLSIの設計とは

　最近の電子機器の機能は，システム LSIとソフトウェ
アで実現される．システム LSI の設計および開発は，シ
ステム LSI で実現する機能を理解して，それをC言語や
ハードウェア記述言語（HDL：Hardware Description 
Language）で記述することにより進める．最近では，
半導体の生産を専門に請け負うファウンドリーと呼ばれる
専門会社が多数あり，活躍している．生産をアウトソーシ
ングすれば，メーカは設計に専心できるため，製造設備
を持たないファブレス半導体メーカが育ちつつある．シン
セシスは，システムLSI 設計の上流工程にあたるアルゴリ
ズムの研究，アーキテクチャの設計に注力している．

 事業の進め方とこれまでの成果

　6名の大学教授は，研究顧問として技術全体について
指導助言する．若手教員は主幹研究員，研究主任として
開発を統括し，実際にクライアント企業との技術打ち合
わせなどを主導する．大学院生にはシンセシス独自の社
員教育，技術教育を実施し，技術者としてのレベルアッ
プを図っている．
　シンセシスは，各教員の所属大学に研究顧問委嘱願い，
主幹研究員委嘱願い，研究主任委嘱願いを提出し，受理

された後，それぞれ契約を結ぶ．大学院生とも社員契約
を結ぶ．
　シンセシスが取り組むテーマは，マルチメディア，
ディジタル無線通信・ネットワーク，アナログ技術，
CADアルゴリズムなどの分野であり，大学の研究テー
マと関係するものが多い．大学との関係と分担を明快か
つ円滑にするために，必要に応じて大学との間で共同研
究契約を締結する．技術開発時の過程で生じた知的所有
権等の帰属は，大学との共同研究契約ならびにクライア
ント企業との契約に依存する．学術的発表も上記契約と
の関連で決定される．これまでの開発事例の主なものは
表 -2に示すとおりである．
　大学は，シンセシスを通じた産業界との情報交換から，
常に新しい研究テーマを見出し，研究が活性化される．
契約社員である大学院生は，クライアント企業の先端的
テーマをシンセシスで担当することで，勉強や研究に対
するモチベーションが高まる．シンセシスは常に大学か
ら新しい技術イノベーションを入手して技術開発を行い，
新たなビジネスを展開する．企業はシンセシスを活用す
ることで開発が高度化するとともにスピードアップする．
こうした産学連携の技術サイクルを図 -2に示す．
　シンセシスの各クライアント企業には，シンセシス
が大学と共同研究していることをあらかじめ契約の段階
で了承いただき，知的資産の保有権，機密の保持，学術
的発表等の条件を明確にしている．最近の開発の中には，
奈良先端科学技術大学院大学が保有する特許の再実施権
つき使用権をシンセシスが取得し，これにシンセシスの
技術開発を付加したものを企業に提供し，その企業から
得た特許実施料を大学に還元した例がある．

■ 表 -1　参加研究グループ

大阪大学大学院情報科学研究科　情報システム工学専攻
（白川　功　名誉教授，尾上孝雄　教授）

京都大学大学院情報学研究科　通信情報システム専攻
（中村行宏　教授，越智裕之　助教授）

大阪大学大学院情報科学研究科　情報ネットワーク学専攻
（村上孝三　教授，正城敏博　助教授）

大阪大学大学院工学研究科　電気電子情報工学専攻
（谷口研二　教授，松岡俊匡　助教授）

大阪大学大学院情報科学研究科　情報システム工学専攻
（今井正治　教授，武内良典　助教授）

奈良先端科学技術大学院大学　情報システム学専攻
（岡田　実　助教授）

兵庫県立大学大学院応用情報科学研究科　政策経営情報科学コース
（白川　功　教授）

立命館大学 理工学部　電子情報デザイン学科
（山内寛紀　教授，泉　知論　助教授）

■ 図 -1　組織図
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 開発事例
　
　これまでの成果は，マルチメディア，ディジタル無線
通信，アナログ回路などの分野にわたる．以下にこれま
での開発事例を紹介する．

JPEG2000 コーデックコア
　JPEG2000 は，ISO/IEC によって国際標準化された
画像符号化方式である．JPEG2000では，従来の静止
画像圧縮方式である JPEGで問題となっているブロックノ
イズやモスキートノイズが発生せず，高品質な画像圧縮が
可能である．また，1つの圧縮データから携帯電話向けの
画像，PC 向けの画像，さらに印刷用の高解像度画像ま
でさまざまな解像度の画像が得られるスケーラビリティを
持つ．シンセシスではこうした JPEG2000の優れた特長
と将来性に着目して研究開発を進めてきた．JPEG2000
において避けて通れない問題となっているタイルノイズ 
（図 -3）を解消するため，ノンタイル処理（処理領域をタ
イル状に分割せずに処理）をより小規模な回路で実現す
る手法をいち早く開発しており，すでに実用されている．
また，6400万画素の超高解像度画像に対応したソリュー
ションや動画像へ対応したソリューションも提供しており，
今後はホームサーバ用途向けに機能拡張したソリューショ
ンを提供していく．実用化に至る各ステージでの研究開発
成果はすでに学術論文として公表されたものがあり5）～7）， 
本研究を通じて博士号の取得者も誕生している． 

MPEG-4 コーデックコア
　MPEG-4 は携帯電話や電話回線など，通信速度が比較
的低い回線上での映像配信を目的とした規格である．大
学が取り組んできた画像圧縮系の低消費電力，省面積で

の実現という学術成果を活かした結果，シンセシスでは，
他社製品と比較してはるかに低い13MHzの動作周波数
でも圧縮処理が可能な回路規模の小さいMPEG-4 コア
を開発しており，クライアント企業で商品化されている
（QCIF サイズ 30fps）．また，無線環境のように低品質
の回線で発生する伝送エラーに対して効果を発揮する
独自のエラーリカバリシステムを開発している．このエ
ラーリカバリシステムは 90%以上の高いエラー検出率
を達成している．さらに，エラーが発生した個所を目立
たなくするエラー隠蔽技術においても，従来技術より高
い画質を達成している（図 -4）．今後は，SD，HDなど
の高解像度への対応や，H.264 といった新しい符号化
への対応，暗号処理技術などを組み合わせた統合的なソ
リューションの開発を推進していく．研究，開発の各ス
テージでの成果は複数の論文に公表されている 8）～ 10）． 

■ 表 -2 　開発事例

・JPEG2000 コーデックコア
・MPEG-4/H.264 コーデックコア
・階調補正アルゴリズム
・Ogg Vorbis デコーダ

・1セグ地上ディジタル放送OFDM復調器
・BS/CS ディジタル放送用復調回路
・IEEE 802.11i 暗号処理回路
・Gbit AES 暗号処理回路

・新開発 VCO による低ジッタ PLL
・高効率 DC-DC コンバータ
・低消費電力 Flash A/D コンバータ
・CDMA方式チップ間インタフェース

・高位合成プロセススケジューリング
・HW/SW 協調設計 CAD用 CPUモデル
・C言語ベース設計支援ツール

柔軟なアイディア

技術ニーズ

企業
「国際競争力のある製品の開発を」

大学
「産業に貢献できる研究を」

産学連携ベンチャー

大学における研究活性化

シンセシスの技術開発

開発のスピードアップ

実践経験・学生生活の
バックアップ

技術シーズ

■図 -2  産学連携 技術サイクル

■図 - 3　タイルノイズによる画質の劣化

　　　（a）タイルノイズなし　　　　  （b）タイルノイズあり
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Ogg Vorbis 音楽圧縮方式開発
　Ogg Vorbis は，特許権使用料が無料であることを特
長とする音楽圧縮方式である．固定小数点版デコーダ
（Tremor）が存在し，浮動小数点演算装置を持たない
組み込みシステムにおいても利用可能である．シンセシ
スでは，組み込みプロセッサARM7TDMI および専用
アクセラレータ回路を用いたOgg Vorbis デコーダの
ソリューションを開発している．この方式は復号処理に
おいて最も大きな処理量を必要とする IMDCT（Inverse 
Modified Discrete Cosine Transform）処理部などを
専用化することにより，12MHz での実時間処理を実現
している．これらの成果は，Ogg Vorbis の組み込みシ
ステムでの実現方式として論文発表されている 11）．

暗号処理回路
　AES （Advanced Encryption Standard） は計算
機処理能力の向上に伴い実時間で解読が可能となってき
たDES（Data Encryption Standard）の後継として
2002年に米標準技術局 （NIST） により標準化された暗
号処理規格である．AES は暗号強度が高く，多くの分野
で採用されており，今後の暗号化技術の中心的役割を担
うものと考えられる．シンセシスでは，AES 暗号／復号
処理のすべてを専用回路化することにより，小さな回路規
模で実現するソリューションを提供している．これにより，
無線 LANセキュリティ拡張規格 IEEE802.11i の暗号／
復号処理 （AES-CCM, WEP, TKIP） をわずか 18,000
ゲートの回路規模で実現する．さらに，15,000 ゲートの
回路規模で，166MHz 動作時に最大1.93Gbps の処理
能力を実現するGbitAES IP を開発しており，動画像の
リアルタイムストリーミングなどにも利用可能である．今
後はこれらの成果を活かして，あらゆる要求性能に対して
柔軟に対応していくことで，さまざまな組み込み用途への
展開を推進していく．本開発に先行する大学での研究成

果が論文発表されている12）～14）．

地上ディジタル放送用 1セグ受信機復調部
　地上ディジタルテレビ放送では，携帯端末で 1セグ
部分受信が可能となる．しかし，1セグ部分受信のため
には，地上ディジタルテレビ放送の 6MHz 帯域の中か
ら，中心の 500kHz 帯域の信号を抽出して復調する必
要がある．そのため，RF/IF 帯のチューナ部において急
峻なカットオフ特性を有する狭帯域アナログBPF が必
要となる．シンセシスでは，このアナログBPF の要求
仕様を緩和するため，復調回路のディジタル処理部にお
いて同時にフィルタ処理を行うことが可能なシンボル同
期用インタポーレータを開発，実装した．また，携帯受
信では，自動車や電車などの高速移動体上での受信が要
求される．そのため，受信部において高速移動受信に対
応する回路を開発している．さらに，RF/IF チューナ部
の小型化および低消費電力化には，ダイレクトコンバー
ジョン方式が有効である．本復調部は，ダイレクトコン
バージョン受信時の受信特性劣化要因である I/Q偏差お
よびDCオフセットを補償する回路を内蔵することで，
ダイレクトコンバージョン受信に対応し，低消費電力化
を実現した．今後はその実用化を進める．本開発に先行
する大学での研究成果が論文発表されている 15）～ 17）．

アナログ回路設計
　シンセシス設立以来，A/Dコンバータ，DC-DCコンバ
ータ，PLLクロック生成回路などのディジタル・アナログ混
載CMOS回路の設計を行っており，多くがクライアント企
業の製品に組み込まれている．最近では，携帯機器のディ
ジタル・アナログ混載CMOS回路の低消費電力化が重要
視されており，シンセシスにおいても大阪大学とともにパイ
プラインADコンバータの低消費電力化に関する研究成果
を活かした挑戦的な設計に取り組んでいく．これまでの成
果の一部は複数の論文として発表されている18），19）．

ディジタル画像階調補正技術
　シンセシスは創業以来ディジタル静止画像向け階調補
正技術に取り組んでいる．逆光が強い場所等で撮影した
画像に対して輝度を適応的に補正すると，高品質かつク
リアな画像が生成される．図 -5 （a）に原画像，図 - 5 （b）
にシンセシスが持つ階調補正技術を施した画像を示す．
一般にはトーンカーブ補正が広く利用されているが，ト
ーンカーブ補正は輝度値に対して一様に処理を行うため，
ダイナミックレンジの広い画像には適さない．シンセシ
スの階調補正技術は，眼の網膜モデル（Retinex）を利
用した適応的な階調補正処理を行うことより，トーンカ
ーブ補正では対応できない画像に対しても高品質な補正
処理を実現している 20），21）．今後は画像コーデック IP

■図 -4　エラーリカバリシステム

　（a）伝送エラーなし　　　 　（b）伝送エラーあり

　　　（c）従来法　　　　　　　　　（d）本手法
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への組み込みや，動画像への対応など，さまざまな用途
への展開を推進する．

 今後の展開

　シンセシスは大学院の若手教員と大学院生が中心と
なる，これまでの日本では例のないベンチャーであるが，
システムLSI の開発にきわめて有効であることをこの数
年で実証した．情報家電，インターネット，マルチメデ
ィア，画像関連分野は，技術進歩が早く，また，その方
向を予測しがたい．独創性の高いアルゴリズムの開発と
そのシステム LSI 化が事業発展の鍵である．この分野こ
そ大学の若い人材が独創性を発揮し貢献し得る事業分野
である．シンセシスと各研究グループは，この分野に積
極果敢に取り組んでいる．大学発ベンチャーだからとい
って特別扱いされるわけではない．産業界のよきパート
ナーとして貢献し得るか，本当に力があるかどうか真価
を問われる状況にあり，全力投球し将来は上場を目指す．
　日本の製造業は国際競争の下で競争力を大幅に低下
させているが，要素技術，生産技術，商品開発技術で独
自性がない限り成り立ち行かない．独自技術に優れたハ
イテクベンチャーの活躍が製造業再生の大きな鍵になる．
米国の例を見るまでもなく，大学は本質的にハイテクベ
ンチャーとしての潜在能力を持っており，大学発ベンチ
ャーへの期待は大きい．産業のあり方によって研究内容
や研究方向が左右される工学分野にあっては，大学の教
育内容，研究内容，その成果の評価を，産業の変化にあ
わせてダイナミックに変化させ，大学が力をつけること
がまず大事である．最近になって大学発ベンチャーへの
理解が深まり，大学発ベンチャーを多面的にサポートす
る仕組みができつつあることは心強い限りである．
　しかし，ベンチャーの活動は市場が遠慮会釈なしに評価
を下してゆく厳しい世界でもある．二足のわらじを履いて努
力を重ねている大学関係者のがんばりを多としたい．厳しい
ビジネスの眼と大学発ベンチャー育成という両面から，大
学発ベンチャーを理解し支援していただきたいと思う．特に
力のある若い人々がベンチャー起業に魅力を感ずるような
社会風土が1日も早く日本に根付くことを期待したい．
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■図 -5　階調補正技術

　　（a）原画像　　　　　　　　　　（d）階調補正処理


